
１　研究の目的

　1950年以降、漁港漁村空間は、主に漁港法に依拠し、

規制されつつ形成されてきた。2002年度に同法の改正

により漁港漁場整備法（以下、整備法）が成立し、漁場

と漁港の一体的整備、従来の国主体から自治体主体で行

う方式への移行や情報公開に関わる規定が盛り込まれる

等の変更がなされた。一方で、踏襲された点も少なくな

い。まず、法の目的には、環境への配慮、漁村の振興等

の諸項が加えられたが、「水産物の供給の安定」「国民

生活の安定」等の諸点は漁港法と全く同様である
(1)
 。ま

た、「天然又は人工の漁業根拠地となる水域及び陸域並

びに施設の総合体」という漁港の意義、漁業の規模を基

準に定められる第1～4種という漁港の種類、漁港区域内

に設置される漁港施設には特段の変化がなかった
(2)
 。今

後、整備法の運用過程を見て判断してゆく必要はあるも

のの、少なくとも漁港空間整備の側面については、漁港

法の内容を大きく受け継いでいると考えられる。一方、

漁港法に規定され、運用実施されてきた漁港空間整備の

内容については、ほとんど反省が加えられてこなかった。

技術者・専門家による漁港やその整備に関わる学術的論

述（以降、漁港論）が出始めるのは明治末期以降だが、

それらによって、漁港の定義、その建設のための技術・

方法、整備すべき漁港空間が、具体化されている。これ

らが考案した漁港とその整備のあり方は、1918年から

始まる漁港整備のみならず、漁港法の確立とそれに基づ

く全国的な漁港整備計画策定、個々の漁港整備の根拠・

指針になったと考えられる。しかし、その内容について

分析した研究は一切見られない
(3)
 。

　そこで本研究は、これら漁港論が規定した漁港の定義、

配置方法、空間構成の分析を通じて、漁港法成立前の漁

港論がどのように編成されていたか解明することを目的

とする。これは既往・現行の漁港漁村空間の整備・構成

原理を知るための一助となると考えられる
(4)
 。

　研究の方法を述べる。まず、分析資料とそれらの著さ

れた時代背景を概観する（2章）。次に、漁港論の内容

を、①漁港を定義・分類する論述（区分論、3章）、②

漁港の建設地点に必要な資質、漁港相互の配置関係に関

わる論述（配置論、4章）、③漁港に必要な設備内容と

その配置等に言及する論述（設備論、5章）の各レベル

から検討する
(5)
 。さらに、レベル間の相互関係を分析し

た上で総合的な考察を加える（6章）。分析資料は、漁

港法以前の漁港について記した学術的文献全般である。

２　漁港論と時代背景の概観

　最初に、分析対象とする8つの文献【表-1】
(6)
 とそれ

らが著された当時の水産業・漁港行政の状況を概観する。

　1900年以降、帝国議会に全国各地から多数の漁港修

築の国庫補助を求める建議・請願がなされた。1910年

頃より政府はこれを受け、全国・欧州の漁港調査を実施

し、式根島の避難港工事への単発的助成も行っている
(7)
 。

この時期に著された4文献（表-1①～④）は、外国の漁

港の知識や事例を通じて、望まれる漁港整備・政策を記

したものである。継続的な漁港修築の国庫助成の開始は

1918年だが、特定の法律、漁港空間に関わる規定、全

国的配置の指針等は定められなかった。また、昭和期に

入ると世界恐慌や全国的不況対策との関連で別予算によっ
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て小漁港整備等も実施された
(8)
 。これら助成により、

1946年までに全国で174港、漁港法成立までに327港に

修築が実施されている
(9)
 。この国庫補助制度以降～漁港

法成立までの4文献（⑤～⑧）には国内で実施された漁

港整備の事例、状況やそれを考慮したその後の漁港政策

についての提案等も記されている。この漁港修築の国庫

補助とは別に、1925年の漁業共同施設奨励規則が公布

され、漁業組合の船溜・船揚場等の整備に対する国庫助

成が行われ全国1,200箇所以上で工事が実施された
(10)
 。

　分析対象文献の特徴を述べると、著者は学識経験者と

水産関係の技師から構成されている。この内、関口四郎

は、農商務省（農林省）水産局の技官として漁港政策業

務の中心にいた人物で、前述の全国・欧州の漁港調査を

行い、漁港関連の国際会議にも出席している
(11)
 。内容

的には、漁港を主題としているのは4つで、他は水産一

般について記した文献である。また、最初期の岸上以外

の全著者が漁港の区分・配置・設備の各論を記している。

３　漁港の区分論【表-2】

　まず最初に、漁港を定義・分類する論述を分析する。

⑴　漁業・漁船専用港としての漁港

　岸上は、漁港とは漁業用に建設された港で、商港と設

備が異なるが、構造上の差はなく小規模だとする（表-2

のA）。東京帝国大学教授の雨宮も、貨物・旅客用の汽

船に対し、漁船用に建造した港を漁港としている（K）。

また、京都法科大の山本は、商港との比較はないが、漁

業に便宜を与え、その根拠地として整備された港湾だと

する（C）。後に漁業史研究者として知られる羽原の定

義は、山本とほぼ同一だが（D）、大漁港は商港的機能

も持つとする（G）。これは大漁港における水産物・製

　日本に於ける漁港は遠航大漁船を以てする所謂資本漁業の根據地たるべき大漁港と二十噸以上百噸内外に至る迄の發動機
附漁船の根據を專とする中級程度の漁港及全國沿岸に亘り多數に散在する沿岸小漁業船に對する漁港を準備するを漁業の發
展上必要とす。（p90）

②藤田（1910）�
「欧米水産大観」

　漁港とは、商港と相 區別せる稱呼にして、特に漁業に便宜を輿ふる爲め造られたるものを云ふ。而して漁港と商港とは
設備に於て異なれとも構造に於ては大差なし。但、通常規模小なるのみ。（p111）

①岸上（1909）�
「水産原論」

　設備完全なる漁港は、唯に一地方の漁業者に便利と云ふよりは、寧ろ廣く大洋に出漁する一般漁業者に取つて必要なる施
設であつて、國家の水産業發展上缺くべからざるものであるから、其の築造に要する経費は國費に待つものが多い。船溜は
然し地方産業に必要なる局所的の施設であるから、地方、漁村の出費に依るものが多い。（p287）

　小形漁船を使用して、沿岸附近の海に出漁する漁業者に對しても、漁船が日々出漁、歸港するに便ならしむる爲め、一村
又は漁業者の部落毎に、小規模なる港を築造するが好い。かかる漁船の小寄港所を船溜と稱へる。（p286-287）

　旅客及び貨物用の汽船に良港の必要なるが如く、漁業に従事する漁船には漁船用の港を必要とする。漁船の出港、入港、
漁獲物の陸揚、漁船に必要な物資の供給に特に適するよう建造せる港を漁港と称する。（p283）

　漁業の根拠地にして、多數の該企業者が斯業を遂行するに最も適當なる一切の自然的並に人爲的條件を具足する港灣及
其地域を云ふ。（p6）

④羽原（1915）
「漁港及魚市場論」
　

　漁港とは特に漁業の便益を計る目的を以て築造せられたる港灣にして、･･･苟くも漁業の根據地として必要なる設備は悉
く之れを備ふる場所を云ふ。（p244）

　漁港は船舶を繋泊し貨物を分配するに於て商港と略ぼ相似たれども、其本領に至りては全然之と異なり避難港とも混同す
可らず（p48）

③山本（1913）
「水産経済」

⑦ 雨宮（1937）
「日本水産学」

⑥農林省水産局
（1928）「漁港�
　修築奨励資料」

⑤ 林（1924）�
「漁港に就て」

文献 記述の具体的内容

　大漁港も小漁港も均しく避難港の職分を盡すことを得るも、避難港は前兩者の職分を完全に遂行すること困難なりとす。
理論上より云へば、避難港は何處までも避難を目的とし、漁業は即ち第二次的なり。從て一の選定・設備も、前兩者と全然
同一條件に非ず･･･從て避難港は其位置・形状に於て、暴風雨に襲はれたる船舶をして、其平静に復するまで安全に逃入し、
日和を待受けしめ得る如きものならざる可らず。（p12-13）

漁港と避難港の�
関係

漁港の定義

　漁港本来の職能より云へば、何等の類別なけれども、港灣の大小・位置並に設備の完否如何に依りて、其漁港に聚集する
漁船も、自ら漁業の種類（遠洋又沿岸漁業）を異にするに至る･･･一概に漁港と云ふも･･･其々特種の職分・設備が自然的の
結果として顯出するものとす。或は･･･、一は遠洋漁業又はトロール漁業或は流網漁業の如きを主とするもの、他は沿岸漁業
又は磯附漁業の如きを目的とするものの二種、更に換言すれば大漁港・小漁港の二つに區別することを得るものにして、自
ら其區別特徴を生じ、從て其々の設備に於ても自然的に異同あるを免れず。（p10-12）

大漁港と小漁港の
区分

漁港の定義

漁港の定義（商港�
･避難港との関係）

漁港の定義（商港
との関係）

大・中・小漁港の
区分

漁港の定義

船溜の定義

漁港と船溜の関係

漁港の定義�
［間接的］

記述の概要

［林は、「如何なる港灣も其發達の源を探れば、何れも漁港時代を經過して來てゐる」と、全ての港湾はかつて漁港だった
（第一期）とする。それは、「安全なる船溜を築設することに依て其地方に散在する小型船舶を吸収する」ものであった。
これらのうち、時代を経るにつれ、「商港となり又は農産港・工産港」となってきたものもあるとする（第二期＝当時）。
第二期の漁港とは、「近海漁業が漸時沖合漁業に變じ、從て船舶の形式にも變化を來すこととなり、斯くて漁獲物の量高が
増大せられ、取扱上の便利と迅速とを必要とする所から整頓した沿岸築設の要が起り、陸上に夫々の處分を取行ふべき建築
物等の必要に迫られて來る」段階のものとしている（pp3-4）。したがって、商港や工産港等と異なるものであり、漁場の
沖合化に伴って必要となった、漁業に用いられる港を指している。］

　完全なる大漁港は、商港の職分の外に漁業の根據地と云ふ職務を併有せざるを得ず。･･･完全なる大漁港は商港の職分をも
遂行するとを得れども、一般論としては、何れの場合と雖も、商港は大漁港の職分を完全に併せ行ふこと能はざるを原則と
す。･･･［小］漁港が商港の本務を併せ行ふには、甚だ不適當なると同時に、商港が小漁港の本務を併せ行ふ事も亦甚だ不便
なりとす。勿論、商港・漁港と云ふも、元來動かず可らざる區別あるに非ず。從て設備の完全を期せば兩者を兼ね行ふ事必
ずしも難事にあらずと雖、兩者は既述せる如く、其の目的が根本的に相異るものあるを以て特殊の場合を除く外（商港的大
漁港）兩者の併行は到底運用の完全を期し難しと信す。（pp14-15）

漁港-商港の関係

⑧ 関口（1939）
「漁港論」

■表-2　各文献の漁港の区分に関わる記述部分

A

B

C

D

E

F

G

H

漁港の定義�
［間接的］

［関口は「漁港」として「沿岸漁業港」と「遠洋漁業港」をあげている（p2）。これとは別に「漁船避難港」（かつての漁
港呼称）と「船溜及船揚場又は船入澗」を記しているが（p12）、これらを漁港に位置づけているかは厳密には不明。］

漁港の定義�
［間接的］ ［水産局は、国の補助制度の説明部分で「漁港」と「漁船々曳場及船溜」を分けて記している（p80）。］I

J

K

L

M

N

①岸上謙吉（1909）「水産原論」成美堂

②藤田経信（1910）「欧米水産大観」裳華房
③山本美越乃（1913）「水産経済」宝文館

⑧関口四郎（1939）「漁港論」大日本水産会

⑦雨宮育作（1937）「日本水産学」地球出版株式会社
⑥農林省水産局（1928）「漁港修築奨励資料 第一輯」

⑤林千秋（1924）「漁港に就て」港湾協会

④羽原又吉（1914）「漁港及魚市場論」水産書院

文献 カテゴリー
区分論 設備論 文献全体の記載内容

○

○

○

△
△

○

○

△

○

○

○

○
○

○

○

○

○

○

○

○
○

×

○

○

水産一般論、外国知識の紹介

水産一般論、外国知識の紹介

水産一般論、外国事例の紹介

漁港・魚市場論（漁港の経営についても記述在り）、外国事例の紹介

漁港論、北海道の事例と今後の整備指針
国際航海会議の発表内容、日本・外国事例の紹介・分析と今後の整備指針

水産一般論、日本の水産業の状況、日本事例の紹介

漁港論（漁港の構造、経営についても記述あり）、外国事例分析

注）　①岸上の文献の初版は1905年。記載内容のうち、○は直接的記載あり、△は間接的記載あり、×は記載なし■表-1　分析対象文献の概要

配置論
記載内容著者の属性

不明（博士）

不明（学士）
学者

学者
北海道庁技師

水産局技師

学者

水産局技師
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品の外国貿易を想定しているためであり、飽くまで漁業

用の港と考えられている。つまり、漁業・漁船用に建造

された港が漁港と呼ばれ、定義されているといえる。

⑵　避難港・船溜との区別と漁港の分類

　ただし、漁業用の全ての港が漁港と捉えられていたわ

けではない。まず、藤田は避難港と漁港を区別している

（B）。羽原も、漁港は避難港になり得るが、避難港は

飽くまで避難目的であると、漁港と避難港の差異に言及

している（F）。また、雨宮は小型漁船を用いる沿岸漁

業者に対し、小規模な港を一村・部落毎に建造すべきと

し、これを船溜と呼んでいる。船溜は、利用主体、沿岸

と漁場間の距離、利用漁船の大小、そして建設費用の負

担主体によって、漁港と明確に区別されている（L、M）
(12)
 。

　羽原は、これと同様の差異によって、漁港全体を大漁

港―小漁港に区分し、前者は遠洋漁業、後者は沿岸漁業

に利用されるとしている（E）。また、水産局は、利用

漁船のサイズを通じて大中小の漁港を仕分けている。漁

船のサイズは、漁場との距離と一定の比例関係にあるた

め、これは羽原と同様の観点からの区分である（J）。

　以上のように、漁船・漁業用の港は、漁業形態（遠洋・

沿岸漁業）、港を使用する漁船の規模（大小）、港の利

用範囲（国域・地方）、港自体の規模（大小）によって

区分されている。つまり、漁業用の港がその漁業生産能

力を基準に分類・序列化され、漁港（大漁港）はその最

上位に位置づけられている。なお、船溜が漁港の範疇内

か否かは不明確ながらも同様の序列でいえば最下方であ

り、避難港は漁港であることの十分条件に過ぎない。

４　漁港の配置論【表-3】

　次に、漁港を建設する地点・場所に必要な諸条件・資

質、および漁港相互の配置関係に関わる論述を分析する。

⑴　漁港の建設地に必要な資質・条件

　第一に、全ての者が、漁港の建設地と漁場（好漁場）

との物理的距離の短さを必要条件にあげている（表-3の

○）。また、第二に、漁業用の必要物資供給や魚貨輸送

の便を図るため、物資供給地・消費地と当該地間に交通

機関が備わっている必要があるとされる（□）。その際、

多くの者は交通手段に言及していないが、雨宮は陸運に

限定している。羽原、水産局と関口は「鉄道の引入れ」

を必要な設備にあげているため（表-4参照）、陸運の必

要性に対する認識は彼らにも共通している。第三に、漁

港が建設される地点に求められる自然（地理的）条件も

記されている（◇）。多くが述べているのは、潮の干満

に関わらず、多数の漁船の同時的、安全な碇泊・繋留を

可能にする碇泊地の条件である
(13)
 。これは、水域（陸

海境界域）に関するものだが、雨宮はさらに、広い平地

も必要だとしている。その理由は漁獲物の売買・加工に

関わる諸設備の建設用地としてである
(14)
 。設備論で見

るように、他の多く論者も、魚市場、加工場等の諸設備

の必要性に言及しており、ほぼ全者が雨宮と同様の資質

を前提していると考えてよい
(15)
 。必要物資の入手が容

易な点（△）、漁船・漁具新造・修理に便利な点（▽）

をあげる者は多くないが、漁港内に同様の機能を持つ設

備を配する方法で代替されているといえる（設備論参照）
(16)
 。

　以上のように、①漁場（好漁場）との物理的距離が短

○漁場（好漁場）と近距離
△必要物資の入手が容易

□消費地等への交通機関の存在
◇特定の自然条件の具備

▽漁船・漁具の新造・修理に便利 ▲付近の漁船・
漁業者の多さ

【凡例】
●遭難漁船の多さ、避難に便利

8
7 3
7

2
3

1

□［トロール漁業に就いては］魚類の販賣及輸送を便益とする地點を有利なりとす。

②藤田（1910）�
「欧米水産大観」

○漁場に接近すること ◇漁船の積量如何に関わらず、低潮時に於いても容易に堤防又は揚場に係留し得ること
▽漁船・漁具・船具を新造成或は修繕するの便なる處。

□漁獲物を陸揚けし及ひ販売するの便宜ある處。○漁場に赴き又此より歸るに共に便利なる處。

△石炭及び水の供給容易に且つ低廉なること□貨物輸送に對し海陸の設備完全なること
◇險惡なる天候に際し多數の漁船を一時に避難せしめ得ること◇港内は自由に漁船を操縦し得るの餘地のあること

①岸上（1909）�
「水産原論」

◇漁港の附近には、可成に廣き、平坦なる土地が存在することも必要である。
□陸路の便が好く、鉄道其他に依りて陸上運輸に都合好き場所を選ばなくてはならぬ。
○◇其の位置が好漁場に成可く近く、風波を充分に避け得られる場所でなくてはならぬ。

○◇［日本の魚族の生息という面からは］海洋に斗出する岬角部に位するを有利とす。
○□其港附近に好漁場を扣へ、魚貨輸送の便を有することは漁港修築地撰定の二大要件たらずんばあらず。

■比較的小額の工費で修築することで著しく利用能率を増進する港○近海に於ける漁業が好望なること／漁獲地の中心と可成近距離
●遭難漁船の有無多少。△▽漁船・漁具の修繕並に干場及特に漁業者への必要品の供給に對する便否。

○漁場又は從漁根據地への出漁並に歸港に於ける便否。
◇港口並に港内の面積・水深・防風波・淺瀬の生成等に關する自然的地勢の適否。
□現在並に將來に於て魚類消費地との交通機関の整否。
△□現在並に將來に於て、漁港又は從漁根據地へ對する物資の供給、其他一般交通機關の便否。

④羽原（1915）
「漁港及魚市場論」
　

◆將來發展の見込みの有無◇面積・水深・暴風波等に對する自然地勢の適否●遭難漁船の數▲漁船・漁者及漁獲高の多少
◇魚揚場・魚市場及加工・貯藏機關等の設備の能否□魚類消費地との交通運輸の整否○漁場との距離及其往復の便否③山本（1913）

「水産経済」

⑦ 雨宮（1937）
「日本水産学」

⑥農林省水産局
（1928）「漁港�
　修築奨励資料」

⑤ 林（1924）�
「漁港に就て」

文献名 漁港の建設地に必要な資質と漁港配置の条件

◇漁船を収用すべき安静なる水面積をつくりだすこと［が可能］

⑧ 関口（1939）
「漁港論」

○◆廻遊魚族の魚道及底着魚族の生棲する深度及底質等を調査し、現行漁業は勿論、將來勃興すべき新規の漁業等に留意し･･･位置を定むべき
△▽漁船・能率上の便否 ◇天候潮時の如何に關せず出入可能なる事
●他地方漁船にも避難港となる事

□魚類消費の大中心との位置及輸送機關の便否
■修築及び維持費を可及的最小とする事

★遠洋漁船は陸地に沿ひ、盛漁期地沖合へ遠く出動するもの多ければ、荒天避難或は魚揚又は需用品補給の爲め、一等燈臺的間隔に大漁港、又
其中間に中漁港の存在が必要にして、更に帆走漁船に至りては其中漁港間に小漁港の在る事が必要である。
★●又漁船避難港の位置は漁船遭難の頻發如何に立脚すべきである。

★漁港の配置は大方針として沿岸延長に比例して略一定の距離を保たせることが一要件である
★最も魚族の豊富なる沿海に於ては今日相隣接して配置さるべき漁港の最短距離は先づ二十浬［カイリ］内外とするのが理想･･･但し尚更に漁
船の避難場として併せ役立たしめんが爲めならば十浬位に迄縮め度い･･･魚族の格別豊富ならざる一般沿岸に於ては、･･･大凡五十浬平均

■表-3　漁港の建設地に必要な資質と漁港配置の条件

■工費がかからないこと ◆将来発展すること ★（配置に関わる条件） 22 2
数は言及の
ある文献数
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いこと、②物資供給地・消費地と当該地間に交通機関が

備わっていること、③広く・深く・静穏な水域、広い平

地といった自然条件を持つことが、漁港の建設地に必要

とされる主要な資質と考えられている
(17)
 。

⑵　漁港相互の配置関係

　漁港相互の配置関係に言及しているのは、林と関口の

みである（★）。林は、漁港を沿岸延長に比例して均等

配置するのを基本とし、付近の漁場が良好な程、密に配

置すべきとする。また、関口は大中小漁港の体系的配置

を提案している。このように配置関係を論じる者は少な

いが、これは、当時財政的に同時多数の漁港を建設する

ことが現実的でなかったためだと考えられる。

５　漁港の設備論

　最後に、漁港の設備に関わる議論について、まず、①

必要とされる個々の設備の内容を検討する【表-4】。ま

た、①以外に設備に言及したものである、②領域分割に

基づく設備の配置方法、③設備相互の連絡関係、④設備

の形態に関わる記述も分析する【表-5】。

⑴　必要とされる個々の設備の内容【表-4】(18) 

　まず、全者が漁船の碇泊地・岸壁をあげている。この

碇泊地、岸壁では、同時多数の漁船を安全に、定常的に

碇泊・繋留・出入可能にすべき点が明記されている。ま

た、藤田を除く全てが、漁獲物の荷造場と加工施設、石

炭や石油といった燃料の補給施設、漁船の修理場、そし

て魚市場の5つをあげている。さらに、陸に建設すべき

設備として、冷蔵庫、製氷場、鉄道線の引入れが数多く

あげられている。冷蔵庫・氷は漁獲物の鮮度保持のため

に、鉄道線引入れは、陸揚された漁獲物を直ちに遠隔消

費地へ搬出する起点として必要性が記されている。また、

信号や警報（羽原、関口）は漁港を円滑に機能させるた

めに必要とされている
(19)
 。その他、合宿所、金融機関

等もあげられているが、必要とされる設備全体は、主に

①漁業用の設備（漁船の碇繋・修理・補給・通信・救難

等用／漁獲物の加工・貯蔵等用）、②流通用の設備（漁

獲物の販売、輸送用）から構成されていることが分かる。

⑵　領域分割に基づく設備配置方法

　羽原は、岸壁を漁獲物の陸揚用と必要物資積込用とに

分割利用すべきだとする。これは、混雑を避けるのと同

時に、販売までに時間を節約するためである（表-5の❶）。

関口も同様に、岸壁の用途別分離を主張するが、これを

他の諸設備の配置方法とも関連づけている。魚揚用の岸

壁周辺には、魚市場等、漁獲物の処理配分に必要な設備

を配し、出漁用の岸壁周辺には、必要物資・燃料補給施

設等を配置すべきとしている（❹）。

　つまり、漁場への出港準備時と漁場からの帰港時との

利用によって漁港の領域を分割し、各領域内で営なまれ

る行為・活動の制限・純化が目指されている。

⑶　設備相互の連絡関係ヘの配慮

　水産局は、漁港全体を一つの有機的機能体として想定

し、漁港の機能を効果的に発揮するには、個々の設備相

互の連絡配置関係の設定・計画が肝要だとしている（❺）。

■表-4　漁港に必要とされる設備の内容

･漁具及船具其他漁業用品店舗　･相談所及紹介所　･住宅　･日用品雜貨商舗　･遊園地

漁港法（1950）�
の漁港施設

補給施設

輸送施設

漁業用�
通信施設
漁港管理施設

漁港法に規定
のないもの

藤田

･漁船の積量如何に�
関わらず低潮時に於
いても容易に堤防又
は揚場に係留し得る

石炭及び水の供給�
容易

･險惡なる天候に際  �
し多數の漁船を一時
に避難せしめ得る

･港内は自由に漁船
を操縦し得るの餘地
のあること

山本

漁船に安全なる碇
繋場

漁船・漁具の製造
及修理設備

必要品の供給設備

･漁獲物の加工�
設備

漁獲物の運搬設備

･漁獲物の貯藏�
設備

魚揚場

魚市場 魚市場

･冷蔵庫

鐡道及運輸機關

港務所

･燃料貯藏場及給油給炭設備
･貯水場及給水設備

･製氷所又貯氷場竝に給氷設備

･漁具修理場及倉庫設備

･乾船渠、船架及引揚設備

無線電信所

救難所

警報及信號所

･活餌生簀

･加工製造場

容器製造場

･荷扱所

･郵便電信取扱所

銀行支店又は出張所

･海事官廰出張所

船員倶樂部又は休養所、療養
所

･倉庫設備

･造船所

関口

･出漁準備岸壁

･魚揚岸壁
･漁船修理岸

羽原 林 農林省水産局 雨宮

多数の漁船を一時に収
容するに充分にして、
且つ干満に拘らず出入
し得るもの

･安全なる錨地 外郭施設 漁港の内部は廣
く、且つ相當深く
なくてはならぬ

･出漁準備岸壁
･漁獲物陸揚場 岸壁 ･魚揚岸壁

 漁船は岩壁に横�
づけとなり、漁獲
物を直ちに魚市場
に陸揚げできる

･魚種別陸揚場

･水産物製造所 ･魚類加工工場 ･水産物の製造施設
･製油工場荷作場
･荷作工場

･荷造場
漁獲物の荷造り
場所･倉庫

･魚貨置場
･冷蔵庫

･冷蔵庫 ･貯蔵場、冷蔵施設
･魚市場荷作場と陸揚
場の軽便なる連絡機関
･製氷場 ･給氷設備
･石炭、貨物の積込場 簡単なる給炭施設･給油設備 ･燃料供給［施設］

･給水設備 ･淡水供給［施設］
船梁 ･漁船修築用船梁 ･漁船修理に必要

な設備
漁船の修理に應ず
る爲めの造船所･漁獲物取扱器具

一式 ･漁具修理保蔵設備
鉄道線引入れ 鉄道引込 搬出に便ずる鐡道�

線、運搬車の道路
漁夫合宿所 漁船船員休養に関

する設備

通信施設

金融施設

魚市場 魚市場 魚市場 魚市場

･扛電機

製桶所 魚篭製造
水難救助船及
付屬設備

･氷室

基
本
施
設

外かく施設

けい留施設

水域施設

機
能
施
設

航行補助施設
漁港施設用地

漁船漁具
保全施設

漁獲物の処
理、保蔵及
び加工施設

漁船船員
厚生施設

･漁船を収用すべ
き安静なる水面積

防波堤

信号、警報

･鐡工場

注）　便宜的に漁港法における漁港施設との対応関係によって序列した。なお、関口の記述のうち＿＿（下線）のものは漁港付近への「移転」でもよいとされる。
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羽原も同様に、魚市場と陸揚場・荷造場の隣接配置の必

要性に言及し（❷）、雨宮も市場と氷室、荷造場、鉄道

線・道路を連絡させるべき旨を述べている（❼）。

　このように、魚揚岸壁→魚市場→荷造場→鉄道・道路

といった諸設備の連絡配置が求められており、それは、

漁獲物がこの行程上をできるだけ短時間に、効率的、衛

生的に移動可能にするためだといえる。

⑷　設備の形態

　設備の形態に関する記述があるのは、岸壁と碇泊地の

大きさについてである。水産局は、「繋船岸壁の設計」

の注意点として、岸壁―漁船の高さ関係に留意し、魚揚

げ作業を円滑に行える岸壁の形態の必要性に言及してい

る（❻）。また、羽原は漁船の帰港が同時的である点、

漁業者が漁獲物の販売を競い合う点に配慮し、多数の漁

船が同時に、干満に関わらず出入可能にする碇泊地の必

要を述べている（❸）。雨宮も、漁港を利用する大型の

遠洋漁業船のため、広く深い碇泊地と漁船が横付け可能

な岸壁の必要性に言及している。これは、漁獲物を陸揚

するための時間を可能な限り短縮するためである（❽）。

　つまり、漁業者の効率的、同時的な作業を可能にする

設備形成の必要性が述べられている。その理由は、関口

の漁港設備設計の注意点に集約されている（❾）が、彼

らの記述の焦点が、設備と漁船の関係にある点は注目さ

れる。つまり、漁港の設備形態は、利用者の身体よりも

むしろ漁船の形態に規定される側面を示している。

６　三つの論の相互関係と考察

　続いて、三つの論の相互関係を検討した上で、総合的

考察を行うこととする。

⑴　三つの論の相互関係

　まず、設備論に記された漁獲物が流れる碇泊地～鉄道

引入れ口・道路までの一連の行程は、配置論で述べられ

ていた好漁場と鉄道等の交通機関の間に差し挟まれるも

のである。そして、この交通機関の先には消費地、必要

物資供給地の存在が欠かせなかった。つまり、漁港は好

漁場と消費地、必要物資供給地とセットであり、これら

を接続する空間として定式化されている。また、配置論

で、好漁場と交通機関だけでなく、広く・深く・静穏な

泊地と後背の平地が必要とされたのは、大規模・多数の

漁船の碇泊、自由な航行と、一定量の陸上設備の建設

（設備論）を可能にする必要があったためである。つま

り、予め漁港の空間が想定され、配置論ではそれに対応

した自然条件を設定していたといえる。区分論は、以上

のような一定の資質を持ち、諸設備が設置された／され

るべき港を漁港（大漁港）として定義したものだった。

⑵　考察

　以上のように、漁港論は、漁港空間とその整備方法を

資質・設備の側面から定式化したが、この空間には唯二

つの出入口しか想定されていなかった。一方は、漁場か

ら漁獲物を内部に送り込み、他方は、外部より必要物資

をもたらし、消費地へと水産製品を搬出するものだった。

この出入口に挟まれる碇泊地～鉄道引入れ口の諸設備は、

多量の漁獲物が迅速に商品化される一連の行程だった。

領域分割による設備の配置、設備の連絡関係、特定の設

備形態、漁港内の行為統制等は、この過程の迅速・円滑

化に必要とされた。これは、鮮度や稀少性
(20)
 という商

品価値を損わない衛生的・経済的配慮に基づくものであ

り、冷蔵庫等の諸設備も同様の観点から必要とされた。

魚揚岸壁方面の諸施設多々ありと雖も肝要なるは繋船岸壁、魚市場、冷蔵庫、鐡道及道路等なりとす、･･･魚介類の處理配分
に必要なる諸施設を遺憾なく設備するを要義とし魚篭製造、水産物の製造、金融、通信等に至る迄一切を考圖するを必要と
す。出漁準備岸壁方面の施設亦多々ありと雖最も肝要なるは水氷燃料、其他漁船需要品供給設備、漁具修理保藏及干場の設
備、漁船修理に必要なる設備及漁船船員休養に關する設備等なりとす。而して本岸壁方面の施設は漁船、漁具及漁船船員の
出漁準備に必要なる一切の施設を為すべきを要義とすべきなり。（p92）

遠洋、外洋に出漁する漁船は蒸気船、又は、油力機械船あつて、沿岸の小漁船に比べて、形大きく吃水も深く且つ敏速に行
動を行はなくてはならぬ故、漁港の内部は廣く、且つ相當深くなくてはならぬ、且つ漁船は岸壁に横づけとなり、漁獲物を
直ちに漁市場に陸揚げ出来る様にされる。（pp284-285）

漁船は漁獲物の貯藏用に氷を多量に必要とし、又漁獲物の陸路運搬に際しても氷は使用さるるものなる故、漁船及び市場に
氷を供給する爲めに市場と相並んで氷室が設けられることが普通である。（pp285-286）

市場に連接しては漁獲物の荷造り場所、及び搬出に便ずる鐡道線または運搬車の道路が完備されなければならぬ。（p285）

四　漁獲物陸揚と石炭其他貨物の積込場所とを區別して設備すべきもの。�
五　大漁港に於ては特種なる、又は大量なる、或は漁法の異る魚種に従ひて其陸揚場所を區別すること。�
(四)に於ては、大に其混雜を避け得ると、(五)に於ては其漁獲物販賣上甚だ便利なればなり。（p8）

④羽原（1915）
「漁港及魚市場論」
　

⑦ 雨宮（1937）
「日本水産学」

⑥農林省水産局
（1928）「漁港�
　修築奨励資料」

文献 記述の具体的内容

［漁船の碇泊する港内は］多數の漁船を一時に収容するに充分にして、且つ干滿に拘らず出入し得るもの。･･･［その理由
は］元來漁船の歸港は其時刻大抵一定せるものにして、而かも一刻と雖、他船より早く入港するときは自己漁獲物の陸揚げ
早く時としては高價に販売せらるることあり。魚市場なく地元仲買人が買請人なる場所に於ては特に然りとす。（p7-9）

碇泊地の形態と�
その理由

陸揚用と必要物資
供給用の岸壁の区
分

適當なる漁獲物陸揚場を設け、之と魚市場又は荷作場間に軽便なる連絡機關の設備、或は漁船より直に該所へ移入せしめ得
らるべきもの。（p8）

陸揚場と魚市場、
荷造場の連絡

魚揚用―出漁用の
岸壁の区分と夫々
と他の施設の関係

市場と氷室、荷造
場、鉄道・道路の
関係

碇泊地・岸壁の
形態とその理由

記述の概要

漁港設備は、漁船の出入及び安繋は勿論水産業者の⑴獲りを急ぎ、⑵賣りを急ぎ、⑶仕向を急ぎ、加工を急ぐ等の真理を滿
足せしむるに非ざれば繁榮せざるものである。（p31）設備設計の注意点⑧ 関口（1939）

「漁港論」

■表-5　各文献の漁港の設備の配置方法、形態に関わる記述部分

❶

❷

❸

❹

魚揚及出漁準備施設は、悉く漁港修築經營者が設備し得べきことは困難にして、自然各會社又は私人に依り經營せらるべき
場合多ければ、漁港修築者としては、是等に要する土地を準備する程度に止まるものあり。斯くの如き場合に於ては、各經
營者は漁港全體の設備連絡關係を考慮せずして、自己の利益本位に計畫施設せらるる傾向あり。是等は漁港管理者の干渉に
先立ち、各經營者が漁港陸上設備の連絡配置を考慮し、共存共營の精神を以て、漁港本來の機能を圓滑旦發達せしむること
に留意し、漁港諸施設の大成を期するにあらざれば、漁港計畫の真の目的は達し難し。（p92）
［岸壁の］設計に當りては、漁船の魚揚昇程を可成少にする様、計畫すること肝要なるべく、特に日本の如き少漁船多き所
に於て然りとすべし。（p91）

設備の連絡配置に
関する注意点

岸壁の設計指針

❺

❼

❽

❾

❻
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　このように、漁港は漁場＝生産地と消費地を可能な限

りスムーズに結ぶために構想された。従って、漁港論が

定式化したのは、漁場―漁港―（交通機関）―消費地と

いう「水産業の空間システム」だったといってもよい。

少なくとも理論上、同様の方法で整備される空間は、当

時の懸案だった、遠洋漁場拡大によって増大する漁獲の

処理、大型・動力化する漁船、国民への食糧供給等の水

産業上の諸問題
(21)
 への同時対処を可能にし、水産業の

拡大に寄与するものだったと考えてよかろう。しかし一

方で、漁港は飽くまで拡大を志向する当時の水産業に対

し、極度に合理的な空間として構想されたものであった。

以上の議論に、従来から営まれている漁業、一般の漁村

への言及がほとんどみられないのは、その結果であると

考えられる。

７　結論

　本研究の結論は以下の4点である。

①　明治末期～漁港法成立前の漁港に関する学術的論述

において、漁港は、広義には、漁業専用港として定義さ

れ、より狭義には、同様の港の中で高い漁業生産能力を

持つものとして位置づけられた。

②　漁港建設地には、漁場（好漁場）への近さ、物資供

給地・消費地との間の交通機関の存在、広く・深く・静

穏な水域、広い平地といった自然条件が必要とされた。

③　漁港に必要な設備として碇泊地、岸壁、魚市場等が

言及され、さらにそれら諸設備の連絡関係、機能的分割

配置、形態等についての規定もなされた。

④ 　漁港論は、漁場と消費地とを①～③のような諸条件

を満たす漁港の建設を通じて円滑に接続する水産業の空

間システムを定式化したといえる。

　漁港論は、水産業の拡大に寄与すべく、産業合理的空

間として漁港とその整備方法を定式化した。一方、漁港

法で制度化され、現行の整備法に踏襲された漁港の定義・

種類・漁港施設（1章）は、漁港論で考案された内容の

範囲内にある（3章、4章の表-4）。つまり、現行の漁港

整備も本研究で扱った漁港論の内容を大きくは越えては

いない
(22)
 。以上により、明治末期～漁港法成立前に考

案された漁港空間が水産業・漁村の現状に即したものか

を多面的に検証してゆくことの必要性が提起される。本

研究は、同様の検証のための基礎的作業として位置づけ

ることができよう。

【謝　辞】　本研究は、（財）漁港漁村建設技術研究所の助成を得て
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(16) 羽原と林は、これらの諸条件を総合的に考慮すべき点を記している。羽原は、
漁場との距離の近さだけでなく、当該地から漁場に至る航行上の安全性、航
程上での漁獲物の販売地の有無等の諸条件の総合的考慮が必要だとする（前
掲、羽原, pp7-9）。林も、個々の条件の卓抜さによってではなく、自然条件、
建設工事費、漁場への距離といった複数条件の総合的考慮によって漁港建設
地選定を行う必要性を記している（前掲、林, pp8-10）。
(17) 以上の三つをほぼ全者が記す一方、付近の漁船・漁業者の多さをあげている
のは山本のみである。これは、この条件を記す必要がないほど当然だと考え
ることも可能だが、これら三条件の方が、より重んじられている結果だとい
える。
(18) 各論者がここで述べているのは、区分論でいう「漁港」ないしは「大漁港」
に必要な設備である。これに対し、雨宮は、漁港と区別されていた船溜の設
備に堤防に囲まれた一定の広さを持つ水面、荷揚場をあげているが、これは
漁港の設備のごく一部にすぎない。　前掲、雨宮, pp286-287
(19) 羽原は、これらによって漁港内での不適切な活動・行為の取締りを行うべき
だとしている。「漁港に關する一般的取締の精神は、秩序を保全して漁船の
行動を安全ならしめ、以て敏速なる漁獲物の陸揚及び出入に安全と便宜とを
與ふるにあるが故に其取締に關しても･･･講究するを便利とす。漁船の出入に
關する方面･･･に於ては･･･その通路に於ける漁船碇泊は之を禁すると共に入
港せんとする漁船より、漁港に對する信號･･･又は漁港より入港せんとする漁
船に對し入港前に警報其他諸種の豫報を發する場合等に關する規程等其主な
るものなり。」　前掲、羽原, pp16-17
(20) 早く陸揚したほうが、高値で売れるという点である。
(21) 前掲、土井（2002）参照。
(22) 漁場と漁港を一体的に整備するという整備法の基本的な考え方すらも、漁場
と漁港をセットで考えた漁港理論の範疇に収まっているともいえる。
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■図-1　漁港理論で考案された漁港空間
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